
産業能率大学・情報マネジメント学部・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３２７１５

基盤研究(C)（一般）

2019～2017

生涯所得の世代間・男女間の経済分析を通じてみる日本と中国の労働市場の比較研究

The Economic Analysis of Labor Market by the Difference of Lifetime Income of 
Generations and Man and Woman in Japan and China

２０４０１６１４研究者番号：

石塚　浩美（Ishizuka, Hiromi）

研究期間：

１７Ｋ０２１００

年 月 日現在  ２   ６   １

円     1,900,000

研究成果の概要（和文）：　日本は、年間賃金分析でも、生涯所得分析でも、十分位の全分位レベルで、就業形
態格差と男女格差の二重労働市場という固定労働市場という結果であった。流動的な労働市場という結果の中国
から学ぶことができる。結果として、日本の経済課題を解決することができる。
　中国は、公的年金が制度変更で過渡期である。年間賃金は所得再分配前後共に、男女別にみても、公的年金保
険加入就業者は、非加入者に比べて、再分配前後共に高額である。全就業形態の人が生涯公的年金受給額を一定
程度以上受けとれる概ね世界唯一の皆保険の日本の結果により、公的年金保険加入は重要といえる。

研究成果の概要（英文）：   According to the result of the ten levels’ analysis about annual wage 
income and lifetime income, Japan was the solid and the double labor market with the employee gap 
and the gender gap. Therefore, Japan can learn from China of fluid labor market. As a result, the 
Japanese economic issues will be solved.
   The public pension system is a transition period in China. The public pension subscribers’ 
annual wage income before and after income redistribution are more expensive than the 
nonsubscribers. It was a result that all employee could receive the lifetime public pension benefits
 more than constant degree in Japan. Therefore, the public pension system is important.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　学術的意義は、国内外の学会でも各国からご称賛頂いたように、労働経済学として男女別や雇用形態別と、財
政学として所得や税・社会保険料負担や年金給付等を考慮し、両学を結合した観点から研究を深めたことであ
る。
　社会的意義は、先ずは、日本の喫緊の経済課題2つの解決の方法を、当該分析と、特に中国との比較分析で、
提示できたことである。更に、経済規模が数年後に世界第1位になる推計が多く、国民数が世界第1位で、日本の
隣国で共通性もあって提言できる中国にとって、概ね世界で唯一で公的年金が国民皆保険国の日本から学べるこ
とも、世界社会的意義があるといえる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
・今回の研究開始時は、労働経済学のみの日中韓比較研究の継続中であった。５年間はお茶の水
女子大学の日中韓比較研究の研究員として各国データの実施と、そのデータを使用した報告書
や、個人的に労働経済学で論文を多数書いて、単著や共著を出版した。その後に、現在の学校法
人の専任教授として就任後に、経済産業省の研究会委員として、日中韓比較のために各国の 300
企業以上の調査を実施させていただき、報告書や Discussion Paper を書いて、その後は当該デ
ータで多数の論文を書いて、昨年単著を出版できた。更に、その前の大学院の修士課程と博士課
程の時は、財政学を主として労働経済学も用いた日本対象研究であった。 
・従って、此の度の科研費の申請は、中国で東北財経大学という中国の当該地域の財政と経済も
担当している大学の、労働経済学者の中国人教授の知人 1 人も加えて、財政学と労働経済学に基
づき、日本と中国の国際比較により、日本の経済課題と、中国での課題の解決のための専門学術
研究に、科研費を申請させていただいて、先ずは 1 本目の研究を開始できました。 
 
２．研究の目的 
（１）日本の経済規模縮小課題・人口激減課題を中心に、IMF 提示に従い２大課題に関連する先
進国最低の働き方の男女格差も加えて、解決のため、中国から労働市場・働き方等について学ぶ
事と、 
（２）中国の公的年金は制度変更の過渡期なので、概ね世界唯一の皆保険の日本から学ぶ事であ
る。 
 
３．研究の方法 
・労働経済学として男女別や雇用形態別と、財政学として所得や税・社会保険料負担や年金給付
等を考慮し、両学を結合した観点から研究を深めることである。 
・従って、年間賃金と、現在割引価値を活用した生涯所得を、男女別・雇用形態別・年齢階級別
として、所得再分配前後・個人格差・消費支出等を、日中比較で分析した。 
・実証分析方法は、日本と中国の統計政府部門の個人データにより、十分位分析・ジニ係数・現
在割引価値等により推定した。ここで、データの貸与は、日本は総務省統計局から、中国は統計
局からである。 
 
４．研究成果（＊図表は実証分析の成果ですが多数なので、全く提示しませんが、同じ分析方法
で C は China Ver.; J は Japan  Ver.として最終論文に提示したものです。） 

（１）日中の労働市場の違いを示す。十分位分析によると、日本は年間賃金分析でも、生涯所

得分析でも、全分位レベルで、就業形態格差と男女格差の二重労働市場という固定的という結果

であった。つまり、「男性・正社員＞女性・正社員＞男性・非正社員＞女性・非正社員」であっ

た（本稿図 3J；図４J）。一方、中国は、第１～9 レベルで、企業形態別・男女別の格差は概ねな

く、流動的な労働市場という結果であった（図 3-1C）。従って、日本経済・労働市場は、中国経

済・労働市場から学べるといえる。 

（２）公共年金制度では、中国は現在、国民皆保険ではないので、男女別・公的年金保険加入

有無別でも十分位分析すると、全ての年齢階級の最高第 10 レベルにおいて、年間賃金は所得再

分配前後共に、男女別にみると、公的年金保険加入就業者のほうが、公的年金保険非加入者より

も、再分配前後共に高額であるので、公的年金保険加入は重要といえる（図 3-2C）。 

また、日本個人の生涯純負担という税・社会保険料と公的年金収入の関係を、現在割引価値で

十分位分析した結果、日本の公的年金保険は皆保険であるため、男女共に、非正社員のほうが正

社員よりも生涯純負担は非常に低いが、生涯公的年金受給額は一定程度以上受けることができ

るという良い傾向が導出された(図 4J)。 

更に、平等分析のジニ係数で導出された個人間の格差は、所得再分配前後共に、中国は概ね 0.3

～0.4 で、日本は概ね 0.2～0.3 で、中国は日本に比べて個人格差が大きめであった（図 5J；図

5C）。従って、中国の公的年金皆保険制度や更に公的社会保障制度について、日本の公的年金皆

保険制度や正社員が全体加入の公的社会保障制度から学べるといえる。 

（３）人口減少と少子高齢化は、日本は世界で大きく進んでいて、中国でも進んでいる傾向が

あるため、1人当たりの年間消費支出の十分位分析に基づき消費税のあり方を検討した（図 6J；

図 6C）。特に当該課題の大きい日本は、概ね女性正社員や辞職後も女性のほうが消費支出が多か



った。従って、少子高齢化の経済先進諸国で実施されている財政政策の直間税比率を学び、所得

税に比べて、消費税を増やすためには、更に女性正社員を増やして、所得税率の微減、消費税率

の微増の政策が適切といえよう。この点は、若干、日中お互い学べることもある。 
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